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Ⅰ．は じ め に

﹁健やか親子21（第２次）﹂（2015～2024年度）1）は，
21世紀の母子保健の主要な取り組みを提示するビジョ
ンであり，かつ関係者，関係機関・団体が一体となっ
て推進する国民運動計画であるという，﹁健やか親子
21﹂（2001～2014年度）の性格を踏襲しています。同
時に，安心して子どもを産み，ゆとりを持って健やか
に育てるための家庭や地域の環境づくりという少子化
対策としての意義と，少子・高齢社会において国民が
健康で元気に生活できる社会の実現を図るための国民
健康づくり運動である﹁健康日本21﹂の一翼を担うと
いう意義を有しています。

10年後にめざす姿は﹁すべての子どもが健やかに育
つ社会﹂です。２つの方向性，すなわち，①日本全国
どこで生まれても，一定の質の母子保健サービスが受
けられ生命が守られるという地域間での健康格差の解
消が必要であるということ，②疾病や障害，経済状態
等の個人や家庭環境の違い，多様性を認識した母子保
健サービスを展開することが重要であるということで
す。また，子どもの健やかな発育のためには，子ども
への支援に限らず，親がその役割を発揮できるよう親
への支援をはじめ，地域や学校，企業といった親子を
取り巻く温かな環境の形成や，ソーシャル・キャピタ
ルの醸成が求められます。また，このような親子を取
り巻く支援に限らず，当事者が主体となった取り組み

（ピアサポート等）の形成も求められます。
３つの基盤課題（基盤課題 A：切れ目ない周産期・

乳幼児保健体制の充実，基盤課題 B：学童期・思春期
から成人期に向けた保健対策，基盤課題 C：子どもの
健やかな成長を見守り育む地域づくり）と２つの重点

課題（重点課題１：﹁育てにくさ﹂を感じる親に寄り
添う支援，重点課題２：妊娠期からの児童虐待防止対
策）を設定し，25の健康水準の指標，19の健康行動の
指標，20の環境整備の指標，29の参考指標を定めてい
ます。基盤課題は母子保健対策のあり方そのものを課
題にし，数多い母子保健課題の中から，発達障害など
多様な児と親への支援と増加し続ける児童虐待（図１）
の防止対策が重点課題とされました。

Ⅱ．健やか親子21の最終評価

﹁健やか親子21﹂（2001～2014年度）の最終評価2）で
は69指標，74項目について評価を実施しました。そ
の結果，目標を達成した項目が20項目（27.0％），目
標に達していないが改善した項目が40項目（54.1％），
変わらない項目が８項目（10.8％），悪くなっている
項目が２項目（2.7％），評価できない項目が４項目

（5.4％）でした。全体で81.1％が改善していました。
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図１　児童虐待の件数
（平成27年度福祉行政報告例を図示）
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悪くなっている項目は，十代の自殺率と低出生体重児
の割合でした。虐待についての指標は，課題４の﹁子
どもの心の安らかな発達の促進と育児不安の軽減﹂
の中で，﹁４︲１児童虐待による死亡数﹂，﹁４︲２法
に基づき児童相談所等に報告があった被虐待児数﹂，

﹁４︲４子どもを虐待していると思う親の割合﹂（図２）
を挙げることができます。虐待に関する項目は評価で
きないと結論づけられました。指標の妥当性と信頼性
の課題，年次推移にばらつきがあることなどが理由で
すが，これは児童虐待対策の難しさを象徴していると
もいえます。

Ⅲ．﹁健やか親子21（第２次）﹂における虐待対策

重点課題の一つに﹁妊娠期からの児童虐待防止対策﹂
が挙げられました（図３）。

児童虐待への対応は，これまで，制度の見直しや関
係機関の体制強化などにより，その充実が図られてき
ました。しかしながら，深刻な児童虐待事件が後を絶
たず，全国の児童相談所における児童虐待に関する相
談対応件数も増加を続けており（図１），依然として
社会全体で取り組むべき重要な課題となっています。

このため，子どもの虐待を防ぎ，すべての子どもが
健やかに成長できるような社会を構築するため，﹁健
やか親子21（第２次）﹂において，重点課題の一つと
なりました。

児童虐待を防止するための対策として，（1）児童虐
待の発生予防には，妊娠届出時など妊娠期から関わる
ことが重要であること，（2）早期発見・早期対応には，

新生児訪問等の母子保健事業と関係機関の連携強化が
必要であること，（3）子どもの保護・支援，保護者支
援の取り組みが重要です。特に，早期発見・早期対応
のためには，妊娠期から保健分野と医療分野，福祉分
野とで連携して取り組むことで，より実効力のあるも
のとすることができると考えられます。

目標は，﹁児童虐待のない社会の構築﹂です。重点
課題②の健康水準の指標として，﹁児童虐待による死
亡数﹂と，﹁子どもを虐待していると思う親の割合﹂
の二つを設定されました。

Ⅳ．ライフサイクルと虐待の世代間連鎖

１．原因の複雑性

児童虐待に対して，諸外国ではマルトリートメント
（maltreatment：不適切なあつかい）という概念が一
般的に使われ，それは身体的，性的，心理的虐待およ
びネグレクトであり，日本の児童虐待に相当します3）。
わが国はもとより，海外でもマルトリートメントの研
究は遅れているといわれています。全米研究評議会は
専門家を集めたパネルでマルトリートメントに関する
問題解決のための指南と提言を行っています4,�5）。

虐待の発生要因として，親や子の個人的要因（on-
togenetic�development），家族的要因（microsystem），
環境・地域社会要因（exosystem），社会的・文化的
要因（macrosystem）とするベルスキーの生態学的統
合モデルがあります6）。

親や子の個人的要因としては，親の人格，婚姻状
況，結婚年齢，アルコールなどの乱用などに加えて，
子どもの健康状態や人格などが挙げられています。ま
た，親自身の被害経験がマルトリートメントと関係が
深い，すなわち，虐待の世代間連鎖があると多くの論
文で指摘されていますが，後ろ向き研究が多く，十分
に検証されているとはいえません。

家族の機能不全とマルトリートメントの関連が指摘
されていますが，因果関係の検証が足りません。家族
構成や育児ストレス，育児スタイルなど家族の抱える
問題についてもマルトリートメントのない家庭でも存
在するものであり，さまざまな角度から研究される必
要があります。

環境・地域社会の要因が家族の機能に大きな影響を
与えています。特に貧困，地域社会の暴力，社会的孤
立がマルトリートメントと関連していますが，これら
はリスクになる場合もありますし，強いストレスを抱
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図２　子どもを虐待しているのではないかと思う親の割
合（文献１）を図示）
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図３　﹁健やか親子21（第２次）﹂における虐待対策（文献１）より）
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える家族を支える場合もあるといわれています。
社会的・文化的要因は家族の習慣や方針に反映しま

す。人種差別のような社会的価値観は子どものマルト
リートメントを助長していると思われます。

これらの要因は相互に作用し，リスクと予防因子が
複雑に絡み合ってマルトリートメントを発生させるの
であって，単独の因子によるモデルでは虐待の発生メ
カニズムを明らかにできません。

２．世代間連鎖に関する研究

虐待された子どもは虐待する親になるという世代間
連鎖についての研究は多くあります。

1970年代に﹁虐待をした親のほとんどの親自身が子
どものころに虐待を受けていた﹂と研究者が指摘し
たことに始まります。虐待の世代間伝達の評価は７
～70％の範囲までさまざまですが，Kaufuman らは約
30％と推定しています7）。しかし，この評価は症例研
究や後ろ向きの研究からのものであり，虐待が隠ぺい
されていて症例が虐待を代表していない，対照群がな
いことや，思い出しバイアスがあるなど，研究デザイ
ンに問題があるために，過大評価されていると考えら
れます。

Hindley らは16件のコホート研究について系統的レ
ビューをして，小児期にマルトリートメントを受けた
人が自らマルトリートメントをする可能性は小児期に
マルトリートメントを受けていない人に比べて，６倍
に上ると報告しています8）。

一方で，この連鎖を阻止する要因も報告されていま
す。例えば，思いやりのある配偶者の存在，子どもの
ころに影響のある大人と良好な関係にあったこと，思
春期か成人期に心理療法を受けたこと，子ども時代の
トラウマと向き合って虐待の責任を加害者に向けるこ
とができているなどです。虐待の世代間伝達に関する
前向き縦断研究は世代間伝達の有無や要因を明らかに
するだけでなく，虐待の循環を中断する要因分析に重
きを置くことの重要性が指摘されています。

３．ライフサイクルにおける児童虐待の影響

児童虐待がその後の人生に影響することに関する科
学的研究は始まったばかりです。アウトカムの設定は
大きな課題であり，潜伏期や影響が顕著化するイベン
ト，虐待の種類や重症度と関係，年齢や性差はあるの
かといったことが研究課題となります。

児童虐待による死亡の大半は乳幼児期であり，身体
的虐待による頭部外傷や頭蓋内出血など深刻な影響を
及ぼします。一方，乳幼児期のネグレクトは成長を阻
害し，発育障害を生じることは明らかです。さらに，
発達障害や異常行動なども報告されています。これら
の健康上の深刻な問題によって，重度の精神発達障害
を来す可能性が指摘されています。

虐待は認知や知能に影響を与えることも指摘されて
います。被虐待児は他者の行動を好意的に受け止めら
れない傾向にあり，これが攻撃的な行動につながり，
日常の事柄に対して偏った不完全な情報処理パターン
の獲得になるという認知障害を生じるというもので
す。

心理社会的な影響としては，親子の愛着関係が築
けないために，自尊感情の低下や情緒的安定性に悪
影響を与えるとの指摘もあります。また，Kendall︲
Tackett らは性的被虐待児は不適切な性行動や引きこ
もり行動や神経性心疾患，全般的な問題行動等の症状
が現れがちであると報告し9），McLeer らは心的外傷
後ストレス障害（PTSD）は48％と報告しました10）。

思春期における虐待の影響は小児期の虐待経験と思
春期における虐待によるものがありますが，その区別
は明確ではありません。この時期には非行や暴力，家
出，飲酒・喫煙，薬物乱用，性的問題，うつなど一般
的な思春期の問題が，被虐待児の方がより現れやすい
とする研究が多くあります。しかし，被虐待児の大部
分はこうした問題行動を示さないことも示唆されてお
り，今後の課題です。

成人期には , 前述の世代間連鎖が問題となります。
虐待の世代間連鎖率が30％として，子どものときに虐
待を受けた人の３人に１人が自分の子どもを虐待しま
すが，３人に２人は虐待しないことになり，リスクは
高くなるが，決して必然的なものではないと認識され
ています。むしろ，この連鎖を切る因子の研究を進め
ることが重要です。

虐待の長期影響としては認知の歪み，気分障害，
PTSD，対人関係上の問題など多くの心理的問題が指
摘されています。一方でこれらの影響はマルトリート
メントがその家庭の一つの問題にすぎず，貧困や親の
育児問題など家庭機能の崩壊そのものにも依存してお
り，マルトリートメントの長期影響を明らかにするこ
とは困難です。

長期影響についてはそれを保護する因子に関する研
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究も行われています。高い知能や特定の気質，虐待を
受けたことの認知評価，重要な人物との関係などが長
期影響を緩和するとの報告がありますが，研究面の限
界からコンセンサスを得られているとはいえません。
いわゆるレジリエンスに関する研究の重要性が増して
いるといえます。
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